
 

 

京京都都市市行行政政活活動動及及びび外外郭郭団団体体のの経経営営のの

評評価価にに関関すするる条条例例（（仮仮称称））案案ににつついいてて  
                

～～御御意意見見，，御御提提案案のの募募集集～～  

 

京都市では，市民の皆様の目線を大切にし，効果的で効率的な市政を進めるために，

行政評価等（政策評価，事務事業評価，公共事業評価など）の取組を進めています。 

現在，これまでの評価の取組を恒久的，継続的なものとし，より一層，各評価制度を

充実させるために，各評価制度の根拠となる条例の制定を検討しています。 

つきましては，「京都市行政活動及び外郭団体の経営の評価に関する条例（仮称）案」

の概要について，市民の皆様から御意見等を募集します。  

このリーフレットを御覧いただき，条例に盛り込むべき内容など，多くの御意見や御

提案をお待ちしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

                   

           
発行/京都市総合企画局政策推進室政策企画課 
京都市印刷物 第１８２２２１号 

行政評価等とは？ 

行政の取組の成果等を把握，評価し，その結果を市民の皆様に公表するとともに，効果的

な行政運営に役立てようとする取組の総称です。（外郭団体の経営の評価も含めていることから，「行

政評価等」としています。） 

御協力お願

いします。 

 

京都市
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 現在，個別に実施している以下の評価制度について， 

 

 

     

    

 

 
京都市が２００１年（平成１３年）から１０年間を対象期間とする市政の総合計画である「京
都市基本計画」に基づく，全ての政策（２６），施策（１０６）を対象に目的の達成状況を評
価する制度です。 

      （ホームページ  http://www.city.kyoto.jp/sogo/seisaku/hyoka/hyoka.html） 
 
 
         
       政策・施策を達成するための手段である個別の事務事業（約１，３００）について，改善，

見直し等を行うための判断材料として，有効性や効率性等を評価する制度です。 
     （ホームページ  http://www.city.kyoto.jp/somu/gyokaku/hyouka/index.html） 

      

      
       事務事業評価とは別に，道路，河川，公園，土地区画整理，住宅，上下水道，鉄道等の市民

生活に密接に関連する社会資本の整備に関連する事業について，事業着手前，事業中，事業完
了後に公共事業の効率性等について評価する制度です。 
（ホームページ  http://www.city.kyoto.jp/kensetu/kikaku/hyouka.html） 
 
 

交通事業の経営体質の強化や利用促進を図るための年次行動計画「京都市交通事業アクショ
ンプログラム」を策定しており，その対象事業を評価する制度です。 
（ホームページ  http://www.city.kyoto.jp/kotsu/news/2006/2006035.htm） 

 

 

       

 
 

 

 
学校と家庭・地域の方々が，当事者意識をもって育てたい子ども像を共有し，情報と課題

意識を共有し，それを「行動の共有」に高めるため，学校における教育活動だけでなく，家
庭・地域での関わり方等，子どもたちへの教育に関する幅広い取組を評価する制度です。 

 
 

 
       外郭団体（※）の自主的な経営改善を促進することを目的として，団体自らによる経営計

画等の策定の指導や各団体の経営状況等の客観的な点検及び評価を行う制度です。 
※ 本市の出資等の比率が２５％以上の法人のうち，本市が主体的に指導等を行う必要のある法人 
（４３団体）をいいます。 
（ホームページ  http://www.city.kyoto.jp/somu/gyokaku/gaikaku/page014.html） 
 

政策評価制度 

事務事業評価制度 

外郭団体経営評価システム 

公共事業評価制度 

交通事業事務事業評価制度 

上下水道事業経営評価制度 

学校評価システム 

条条例例案案のの対対象象  

 条例に基づく制度として，恒久的かつ継続的な取組とします。 

 総合的な仕組みのもとに体系化し，更に充実させます。 

 外郭団体の経営の評価を含めた以下の７つの評価制度をすべて条例に盛込むのは，京

都市が初めてです。 

上下水道局が行う水道事業，公共下水道事業について，業務指標による「経営指標評価」
と個々の取組について評価する「取組項目評価」により，事業の実施状況と事業効果の点 
検及び評価を行う制度です。 

（ホームページ  http://www.city.kyoto.jp/suido/tokei.htm） 
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      条例案の制定目的として，以下の２点を考えています。 

各目的に沿った条例案の内容は，次ページ以降に記載しています。 

 

 

     

 

 

 

 

 

予算編成，人事管理，組織管理等 

資源配分等 

企画立案（総合計画策定・各種計画策定・事業進
ちょく管理）

政策選択等 

          市   会

報告 評価結果

外郭団体

の経営 

政策 

評価結果 

＜外郭団体の経営の評価＞

事務事業 

・政策評価制度

・事務事業評価制度

・公共事業評価制度 
 
・交通事業事務事業 

評価制度 
 
・上下水道事業経営 

評価制度 
 
・学校評価システム 

財政的関与
人的関与 

公的サービス
の提供による 
寄与 

<行政活動の評価> 

施策 

 

市 

民 

 

評
価
結
果
等
の
公
表 

第

三

者

機

関 

評
価
に
対
す
る
意
見 

調
査 
・ 
審
議 

条条例例案案でで構構築築ししよよううととすするる行行政政評評価価等等のの仕仕組組みみ（（イイメメーージジ図図））  

条条例例案案のの目目的的  

行政活動や外郭団体の経営を客観的かつ厳格に評価し， 

行政活動の企画立案等にその評価結果を積極的に活用することで 

効果的で効率的な市政の実現を図ります。 

① 
3 ページ 

4 ページ

市民の皆様に対する説明責任の遂行と，市民の視点に立った市政の実現を図ります。 

この条例に盛り込むすべての評価制度について市民の皆様の参加を得ながら

実施し，その結果等を公表することで 
② 

5 ページ

政策 
・外郭団体経営評価システム 
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  条例案の内容 

評価の客観性，公平性が確保されるよう，客観的かつ厳格に実施されることが重要 

です。 

① 「合理的な手法の原則」を規定します。 

各評価制度に共通する基本原則として，評価の客観性及び公平性が担保されるよ 

う，合理的な手法を用いて，できる限り定量的に評価を実施することとする「合理的

な手法の原則」を規定します。 
 ② 「継続的な創意工夫の原則」を規定します。全全国国初初 

評価制度の完成形は存在せず，不断に改善を加えていく取組が重要であることから，

評価の手法について，より的確に評価できるものとなるよう，継続的に創意工夫を行

うこととする「継続的な創意工夫の原則」を規定します。 

③ 外郭団体の経営の評価も対象とします。 

外郭団体の経営は京都市政の運営と密接に関係することから，外郭団体の経営の評

価も対象とします。 

④ 委員会及び合同会議を第三者機関として設置します。 

各評価制度に関する事項について調査審議を行う委員会を設置します（行政活動の 

基本となる政策及び施策の評価と事務事業の評価に関する委員会は必置，その他の特

定分野に関する委員会は任意設置）。加えて，複数の評価制度にまたがる事項等を調査

審議する合同会議を設置します。 

 

 

条例制定後の評価制度の改善例 

   

      

 

 

 

 

 

  

 

 

条例案の特徴１ 

客客観観的的かかつつ厳厳格格なな評評価価のの実実施施

現在，３つの第三者機関（政策評価制度評議会，事務事業評価委員会，公共事業再評価
委員会）が個別に設置，運営されています。 

条例制定後 

政策評価制度評議会 公共事業評価委員会 事務事業評価委員会 

合合同同会会議議  

３３つつのの第第三三者者機機関関のの代代表表者者にによよりり構構成成さされれるる合合同同会会議議をを設設置置しし，，複複数数のの制制度度ににままたたががるる事事項項等等
をを調調査査審審議議すするるここととにによよりり，，各各評評価価制制度度のの連連携携のの強強化化ななどどのの改改善善をを図図りりまますす。。  

BBeeffoorree 

AAfftteerr  
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   条例案の内容 

評価のための評価ではなく，評価結果を活用することが重要です。評価結果の積極

的な活用に関する規定の手厚さが，本条例案の特徴の一つです。 

    ① 「積極的な活用の原則」を規定します。 

評価結果を企画立案や予算編成等に積極的に活用するものとする「積極的な活用

の原則」を規定します。 

    ② 各評価の活用方法について規定します。全全国国初初 

政策及び施策の評価，事務事業の評価及び外郭団体の経営の評価について，その結

果の具体的な活用方法について規定します。 

③ 「継続的な創意工夫の原則」を規定します。（再掲） 全全国国初初 

   評価手法について，より活用できるものとなるよう，継続的に創意工夫を行うこ 

ととする「継続的な創意工夫の原則」を規定します。 

      ④ 「外郭団体の経営評価を踏まえた経営計画の策定」を規定します。 全全国国初初 

外郭団体の経営改善に向けて，経営評価に基づく本市の指導及び助言を踏まえて

経営計画を策定するものとします。 

 

 

 

 

条例制定後の評価制度の改善例 

 

 

 

      

 

 

 

 

 

 

 

 
 ※ 公共事業  事務事業のうち，道路，河川，公園，土地区画整理，住宅，上下水道，鉄道，環境衛生 

その他の社会資本の整備に関する事業をいう。 

条例案の特徴２ 

評評価価結結果果のの積積極極的的なな活活用用

条例制定後 

現在，公共事業（※）の評価においては，事業着手前に実施する「新規採択時評価」と事
業着手から一定の年数が経過した事業を評価する「再評価」を実施しています。 

事事後後評評価価をを実実施施ししまますす。。  

   

「新規採択時評価」，「再評価」に加え，事業完了後の事業効果，環境への影響等の確認を

行う「事後評価」を実施し，必要に応じて適切な改善措置の検討や同種事業の計画・調査の在

り方，事業評価手法の改善等に反映します。 

BBeeffoorree 

AAfftteerr  
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   条例案の内容 

市民の代表機関である市会への報告義務をはじめ，市民参加による評価の実施，評

価結果等の公表などについて，手厚く規定することが，本条例案の特徴の一つです。 

 

① 市会報告を義務付けます。 

市民の代表機関である市会への評価結果の報告について規定します。 

② 市民への公表を義務付けます。 

市民への評価結果等の公表について規定します。また，評価の基礎となる数値等を 

あわせて可能な限り公表することも規定します。 

③  市民の意見申出制度を創設します。 ききめめ細細かかなな制制度度はは全全国国初初 

評価の方法，結果その他の事項に関する市民の意見申出制度を創設します。 

加えて，市民の意見を受けた場合に誠実に処理することをそれぞれ義務付け，市民

意見の処理の適正化を担保します。 

④ 市民意識を評価に反映する旨を規定します。 

できる限り，市民の満足度その他の意識に関する情報を調査し適切に反映させる旨

を規定します。 

⑤  「市民の視点に立った職員姿勢の原則」を規定します。 

職員は，常に市民の視点に立ち，目標，成果重視で事務事業等を的確かつ柔軟に

見直すとともに，自ら問題発見能力，分析力等の政策形成能力の向上に努めること

とする「市民の視点に立った職員姿勢の原則」を規定します。 

 

 

条例制定後の評価制度改善例 

 

 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

条例案の特徴 3 

「「市市民民意意見見申申出出制制度度」」をを創創設設ししまますす。。  

  

 すべての評価制度について，市民の皆様からの意見を募集することとします。 

 いただいた意見は，誠実に処理するとともに，その結果を公表します。 

市市民民参参加加等等にによよるる評評価価のの実実施施とと評評価価結結果果等等のの公公表表  

条例制定後 

現在，ホームページ等を通じて市民意見を募集している評価制度もありますが，すべてでは 
ありません。 BBeeffoorree 

AAfftteerr  
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■ 応募方法 
・ 専用はがき（切手不用）を切り取って，御意見・御提案を記入のうえ，政策企画課
までお送りください。 

・ 市販のはがき，封書，ファクシミリ，Ｅメールでも受け付けています。 
   

■ 応募期間 

   平成１９年３月７日（水）        平成１９年４月５日（木）（必着） 
 

■ あて先 
京都市総合企画局政策推進室政策企画課 
〒 ６０４－８５７１ 
京都市中京区寺町通御池上る上本能寺前町４８８（住所記入不要） 

 
 
  

 
 

 

 
                                      

          

                  

                                                         

（受取人） 

  

 

 

 

      

 

 

 

 

 

 

 

６ ０ ４ ８ ７ ９ ０

御住所 
〒 

御氏名   

匿

名

も

可

年  齢           歳代  

 電  話：０７５－２２２－３０３５ 
Ｆ Ａ Ｘ：０７５－２１２－２９０２    
Ｅメール：seisakukikaku@city.kyoto.jp 

（御意見等の取扱いについて） 

お寄せいただきました御意見，御提案

は今後条例を取りまとめるに当たっての

参考とさせていただきます。 

なお，いただきました御意見・御提案

につきましては，個人情報（住所，氏名

等）は除き公開させていただく場合がご

ざいますので御了承ください。 

「京都市行政活動及び外郭団体の経営の評価に関する条例(仮称)案」に対する

御意見・御提案の募集について 

郵便はがき  
料金受取人払 

中京局 

承 認 

2514 

差出有効期間  
平成 19 年 5月 31 日 

まで 

京都市総合企画局政策推進室 

政策企画課内 

市民意見募集 係 行 

７ ７ ７
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御住所 

 
〒 
 

御氏名 
 

 
 

匿

名

も

可

年  齢 歳代 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  「京都市行政活動及び外郭団体の経営の評価に関する条例(仮称)案」に対する

御意見・御提案記入用紙 

ＦＡＸ（０７５－２１２－２９０２）このままファクシミリで送付してください。 

御意見，御提案 


